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Ⅰ.対象地域

Ⅱ.事業概要 Ⅲ.事業の主なポイント

デルタマスシティ

ブカシ

ϱрЖКЄϯ

現地日本人スタッフが現地視察
から会社設立、操業、運営まで、
日系企業の海外進出を日本語で
フルサポート。土地の使用権は
双日グループが取得済みのため、
進出地の使用権取得等に係る煩
雑な諸手続きもクリア。行政と
の対応は必要最低限。

צּ ︣

インドネシアにおいてLNGや
石炭、自動車、小麦等でビジ
ネスを長年展開してきた双日
グループは、1996年、イン
ドネシア最大級の華僑財閥で
あるシナルマス・グループと
組み、住宅開発用の土地を買
収。複合都市開発事業を開始。

ṇ

住宅は日系デベロッパーとのジョ
イントベンチャー事業なども含め
約5万戸、イオンモール誘致や
短・長期出張者向け日系サービス
アパートメントの開発、日本食レ
ストランの完備、日系のクリニッ
クやスポーツセンターの整備、大
学や日本人学校の誘致と、県庁も
兼ね備えた街

Â西ジャワ州 ブカシ県
チカランエリア

Âブカシ県の県庁所在地に
位置

Âジャカルタから約45km 
東に位置し車で約 1 時間
程度

出典：双日株式会社 出典：双日株式会社

¸

Å 日系企業による世界最大級の都
市開発

Å 日系企業の誘致を進め、同国の
モノづくりそしてクールジャパ
ンの発信拠点を目指す

Å 日系企業のインドネシアへの投
資を支援し、同国の経済発展に
貢献

¸

¸

ДиЌЫІЄГϰ

約3,200ha
※都市開発エリア：約1,000ha 、
工業団地エリア（GIIC工業団
地）：約2,200ha

電力、浄水・給水、排水、
通信、ガス、レンタル工場
（約1,000 ㎡から使用可）



◇ 技術・データを活用した都市・地域の課題解決への取組み

住宅、商業、工業、行政、教育、医療等が一体となった、日系企業が資本参画する世界最大規模
（約3,200ha) の複合都市開発事業（都市名：デルタマスシティ）

■日本企業の参入（双日株式会社）

¸基礎インフラ事業¸交通インフラ事業

住宅/商業

世界各国の町並みをイメージした16の住宅街区を販売済み。Panasonic Homes グループと共同でス
マートタウン開発や、大和ハウス工業株式会社と共同で日本人家族向けサービスアパートメントの開
発を行っている。居住者の利便性を考え、計画的に商業用地を配置しており、小型店舗から大型商業
施設を整備し、今後はレジャー施設用地を開発予定である。

行政/学研・教育
ブカシ県の県庁を誘致しており、私立工科大学などの教育機関も充実。産官学連携によるさらなる発
展も期待されている。

工業団地

約2,200ha の広大なGIIC工業団地には、日本国内外のさまざまな企業が進出。ビジネスをサポートす
るさまざまなインフラや賃貸工場なども用意。製造業のサプライチューンの中心に位置しているため、
ジャストインタイムの調達・供給戦略の立案が可能。スズキ、三菱自動車工業、本田技研工業, 日本通
運、キユーピー等日系企業80社を含む145社(*) が入居（2021年12月現在）。
(*) 軽工業団地含まず

日本政府 ODA 案件のパティン
バン港との連携や、整備中の高
速道路、高速鉄道駅との連結上
も優位な地点にある。他新興
国・地域などと比べ、交通分野
を中心としたインフラ開発は既
に開発着手・進捗が進んでおり、
こうした面での遅延懸念は僅少
である。
チカンペック高速道路の37Km 
インターチェンジからのダイレ
クトアクセスが可能であり、主
要な空港や港へのアクセスも良
好。陸路・空路・海路すべてに
適している状況である。

給水・排水、道路など主
要インフラはデルタマス
事業会社が自社で開発・
運営・維持管理を実施し
ている。

■住宅・商業・工業等の複合都市開発

出典：双日株式会社

出典：双日株式会社



進出 土地分譲

◇ 実施体制図 ◇ プロジェクトのスケジュール
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［プラデルタ・レスタリ］

デルタマスの南側約半分の土地を所有

双日株式会社

フェーズ１

Sinarmas Land
（インドネシア最大級の華僑財閥

グループ）

住宅・商業・工業団地の総合都市インフラ開発、運営

日本企業

現地企業海外企業・製造業を中心に日系企業工業団地参入
・GIIC工業団地における日系企業は80社
（2021年12月現在）

フェーズ2

事業主体 Åフェーズ１建設完了(2023)

25.0% 出資 17.7% 出資

PT. Pembangunan Deltamas
［プンバグナン・デルタマス］
デルタマスの北側約半分の土地を所有

1993 Å1993年、会社設立

Å1996年、双日（旧日商岩井）出資参画

Å2002年、戸建住宅開発開始

Å2008年、工業団地販売

Å2015年、プラデルタ・レスタリ社がインドネシア
証券取引所へ上場

Å2018年、Panasonic Homes グループと共同で戸建
分譲事業・スマートタウン『SAVASA（サバサ）』
を開発開始

Å2021年、双日が大和ハウス工業と共同でサービス
アパートメント「via alma - KOTA DELTAMAS -」
を竣工

公共投資

57.3% 出資

0.025%
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0.075%
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99.9%
出資
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Å デルタマス・シティ、ホームページ https://www.kota -deltamas.jp/
Å Arayz news（2017年4月）「双日グループ、インドネシアの工業団地拡張 日系資本では世界最大規模」 https://arayz.com/sojitz - indonesiapdl -kotadeltamas -mar/
Å 双日総合研究所、双日、日本工営（2021年2月）「インドネシア国・日本企業のスマートシティ実証ショーケース構築可能性調査事業報告書」、国土交通省、令和2年度委託調査報告書 https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2020FY/000312.pdf
Å 双日（2016年7月）「インドネシアにおける総合都市インフラ開発事業」 https://www.sojitz.com/jp/special/projects/detail/post.php
Å 双日（2017年3月16日）「双日グループ、インドネシアのデルタマス・シティ（KOTA DELTAMAS※）の工業団地を拡張」 https://www.sojitz.com/jp/news/2017/03/20170316.php
Å 双日、大和ハウス工業（2021年8月19日）「インドネシアで日本人家族向けサービスアパートメント「via alma –KOTA DELTAMAS -(ヴィアアルマ コタデルタマス) 」入居者募集本格開始」

https://www.daiwahouse.com/about/release/house/20211019135204.html
Å パナソニックホームズ（2020年7月21日）「インドネシア戸建分譲事業・スマートタウン『SAVASA（サバサ）』当社グループ初の完成物件引き渡しを7月より開始」 https://homes.panasonic.com/company/news/release/2020/0721.html
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